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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　入射光線の光軸に沿って複数のプリズムが配置され、入射光線の二つの偏光成分の一方
のみを全反射により除去する全反射型偏光子であって、
　入射側の第一のプリズムと、該第一のプリズムの出射面に対向して入射面が配置された
第二のプリズムと、該第二のプリズムの出射面に対向して入射面が配置された第三のプリ
ズムとが、前記入射光線の光軸に沿って前記入射側から順次配列されており、
　前記第一のプリズムと、前記第二のプリズムのうち前記入射面を含む少なくとも一部と
、からなり、前記第一のプリズムの前記出射面において、前記入射光線を複数の前記偏光
成分に分離する分離部と、
　前記第二のプリズムのうち前記分離部よりも入射方向下流側の部分と、前記第三のプリ
ズムのうち入射面を含む少なくとも一部と、からなり、前記第二のプリズムの前記出射面
において、前記二つの偏光成分のうち一方のみを、全反射により除去する全反射部と、
　を備え、
　前記第一のプリズムの光学軸は、前記入射光線の光軸と直交し、且つ前記第二のプリズ
ムの光学軸と直交しており、
　前記第二のプリズムの光学軸は、前記入射光線の光軸と直交し、且つ前記第三のプリズ
ムの光学軸と平行であることを特徴とする全反射型偏光子。
【請求項２】
　前記第二のプリズムの前記出射面と、前記第三のプリズムの前記入射面との間には、エ
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アギャップが形成されていることを特徴とする請求項１記載の全反射型偏光子。
【請求項３】
　前記第三のプリズムのうち前記入射面を含む少なくとも一部は、前記第三のプリズムの
全体であって、
　前記第三のプリズムの出射面は、前記第一のプリズムの前記入射面と平行であることを
特徴とする請求項１又は２記載の全反射型偏光子。
【請求項４】
　前記第三のプリズムのうち前記入射面を含む少なくとも一部は、前記第三のプリズムの
全体であって、
　前記第三のプリズムの出射面は、前記第一のプリズムの前記入射面に対して、前記第三
のプリズムの前記入射面が傾斜する方向と同じ方向に傾斜していることを特徴とする請求
項１又は２記載の全反射型偏光子。
【請求項５】
　前記第二のプリズムは、前記分離部に含まれる入射側第二プリズムと、前記全反射部に
含まれる出射側第二プリズムと、の二つの別体からなるプリズムから構成されており、
　前記入射側第二プリズムの出射面と、前記出射側第二プリズムの入射面とは、エアギャ
ップを介して配置されており、前記第一のプリズムの前記入射面と平行であることを特徴
とする請求項１又は２記載の全反射型偏光子。
【請求項６】
　前記第三のプリズムのうち前記入射面を含む少なくとも一部は、前記第三のプリズムの
一部分であって、
　前記第三のプリズムの出射面に対向して入射面が配置された第四のプリズムを更に備え
、
　前記第三のプリズムのうち前記全反射部よりも前記入射方向下流側の部分と、前記第四
のプリズムと、からなり、前記二つの偏光成分のうち他方により構成される出射光線を、
前記入射光線に対して平行にする平行化部を、備え、
　前記第三のプリズムの光学軸は、前記入射光線の光軸と直交し、且つ前記第四のプリズ
ムの光学軸と直交していることを特徴とする請求項１又は２記載の全反射型偏光子。
【請求項７】
　前記第一のプリズムの前記出射面，前記第二のプリズムの前記入射面，前記第三のプリ
ズムの前記出射面及び前記第四のプリズムの前記入射面は、相互に平行であることを特徴
とする請求項６記載の全反射型偏光子。
【請求項８】
　前記第三のプリズムは、前記全反射部に含まれる入射側第三プリズムと、前記平行化部
に含まれる出射側第三プリズムと、の二つの別体からなるプリズムから構成されており、
　前記入射側第三プリズムの出射面と、前記出射側第三プリズムの入射面とは、エアギャ
ップを介して配置されており、前記第一のプリズムの前記入射面と平行であることを特徴
とする請求項６記載の全反射型偏光子。
【請求項９】
　前記第一のプリズムと前記第四のプリズムは、同一形状の断面直角三角形の三角柱から
なり、前記第二のプリズムと前記第三のプリズムは、同一形状の三角柱からなり、
　前記全反射型偏光子が、直方体であることを特徴とする請求項６又は７記載の全反射型
偏光子。
【請求項１０】
　前記入射光線が、波長２００ｎｍ以下の光であるときに、前記入射光線の入射角許容幅
が、±１°以上であることを特徴とする請求項１乃至９いずれか記載の全反射型偏光子。
【請求項１１】
　前記プリズムが、ＭｇＦ２又はＬＢ４（Ｌｉ２Ｂ４Ｏ７）からなる一軸性結晶材料から
形成されていることを特徴とする請求項１乃至１０いずれか記載の全反射型偏光子。
【請求項１２】
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　前記プリズムが、ＬＢ４（Ｌｉ２Ｂ４Ｏ７）からなる一軸性結晶材料から形成され、
　前記入射光線が、波長１９３ｎｍの光であるときに、前記入射光線の入射角許容幅が、
±３．９°であり、
　前記第一のプリズム及び前記第四のプリズムの楔角が３０°であり、
　前記第二のプリズム及び前記第三のプリズムの楔角が６５．６°であることを特徴とす
る請求項６記載の全反射型偏光子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数のプリズムから構成される全反射型偏光子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、光学機器に用いられる偏光プリズムとして、グランテーラプリズム等の偏光子が
知られている（例えば特許文献１）。
　特許文献１は、偏光露光装置が備える照明光学系であって、照明光学系に、グランテー
ラプリズムを含むものである。
　特許文献１の偏光露光装置のグランテーラプリズムによれば、プリズムでＰ偏光された
光は、露光しようとする面に伝達されず、分離され、Ｓ偏光された光のみが露光しようと
する面に伝達され、露光用パターンを備えたマスクを照明する。
【０００３】
　特許文献１のようなグランテーラプリズムは、２つの複屈折結晶プリズムを組合わせ、
一方の直線偏光成分を全反射により除去する全反射型偏光子の一つであり、複屈折性によ
り異なる２つの屈折率を持つ一軸性結晶（単軸結晶）を使用して製作される。
　一軸性結晶は、異なる２つの臨界角を持つ。臨界角とは、全反射が始まる角度である。
　グランテーラプリズムが持つ異なる２つの屈折率を、プリズム材の常光屈折率ｎｏ，プ
リズム材の異常光屈折率ｎｅとし、空気の屈折率をｎａとした場合、グランテーラプリズ
ムが持つ異なる２つの臨界角θｃＴ，θｃＲは、次のようになる。
【０００４】
　２つの屈折率が常光屈折率ｎｏ＜異常光屈折率ｎｅの場合は、
第一の臨界角：θｃＴ＝ｓｉｎ－１（ｎａ／ｎｏ）・・・・・式１
第二の臨界角：θｃＲ＝ｓｉｎ－１（ｎａ／ｎｅ）・・・・・式２
　また、２つの屈折率が常光屈折率ｎｏ＞異常光屈折率ｎｅの場合は、
第一の臨界角：θｃＴ＝ｓｉｎ－１（ｎａ／ｎｅ）・・・・・式３
第二の臨界角：θｃＲ＝ｓｉｎ－１（ｎａ／ｎｏ）・・・・・式４
【０００５】
　また、一軸性結晶の屈折率は、結晶毎にｎｏ＜ｎｅの場合とｎｏ＞ｎｅの場合があるた
め、第一の臨界角θｃＴと第二の臨界角θｃＲの関係が、θｃＴ＞θｃＲとなるように、
式１と式２や式３と式４の組合せが選択される。
　一軸性結晶プリズムからなる第一プリズム１１０，第二プリズム１２０がエアギャップ
層Ｇを介して相互に対向するように配置されたグランテーラプリズムＰ０において、第一
の臨界角θｃＴと第二の臨界角θｃＲとの関係を図２７に示す。
　エアギャップ層Ｇへの入射角θＧが許容される幅、つまり、エアギャップ層Ｇへの入射
角許容幅は、図２７に示すように、θｃＴ－θｃＲとなる。
　従って、特許文献１のようなグランテーラプリズムでは、入射角許容幅θｃＴ－θｃＲ
の範囲内で２つの偏光成分が入射すれば一方が透過し、他方が全反射して、全反射型偏光
子として機能する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００６－２５１０３２号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従来のグランテーラプリズムでは、入射角許容幅は、プリズム材として方解石を用いた
場合で、±４．３°、α－ＢＢＯ（バリウムホウ酸塩）を用いた場合で、±３．３°、Ｌ
Ｂ４（四ホウ酸リチウム，Ｌｉ２Ｂ４Ｏ７）を用いた場合で、±１．４°である。全反射
型偏光子としての実用性のためには、±１°が必要であり、これらの一般的な材料を用い
た場合には、何とか、実用的な入射角許容幅が得られている。
　一方、近年、露光装置や偏光評価装置は、製作や評価の精度を高めるため、波長１０～
２００ｎｍのＶＵＶ（真空紫外）領域の光の使用が要求されるなど、短波長化の傾向にあ
る。
【０００８】
　しかし、特許文献１のような従来のグランテーラプリズムに例えば波長１６０ｎｍ以下
の光を入射させた場合、得られる入射角許容幅は、±１°未満であり、実用的な入射角許
容幅が得られない。
　全反射型偏光子としては、そのほかにも、ブリュースター型グランテーラプリズムや、
グラントムソンプリズム，ＤＵＶ用のグラントムソンプリズムがある。
　ブリュースター型グランテーラプリズムは、第一プリズムの入射面をブリュースター角
にしているため、入射光線が第一プリズムに大きく斜めに入射されて二つの光線に分離さ
れて第一プリズムを進み、光線が分離して第二プリズムとの間のエアギャップ層に入射さ
れる。従って、ブリュースター型グランテーラプリズムの入射角許容幅は、グランテーラ
プリズムより大きくなる。
　しかし、分離角を、ブリュースター角で入射させるという制約から、材料の屈折率に応
じた素子構造になる。また分離角は、材料の持つ複屈折量によりある決まった値となる。
　ＶＵＶ領域の光を透過するＭｇＦ２などの一軸性結晶は、複屈折量が小さいため、ブリ
ュースター型グランテーラプリズムにおいても、入射角許容幅は、±１°未満であり、実
用的な入射角許容幅が得られない。
【０００９】
　更に、ブリュースター型偏光子は、構造上光線が並進ずれを起こすため、素子を回転し
て使用する場合は、検出光が回転し安定的な検出が困難になる。集光光線が入射される場
合、構造上、消光比の劣化が発生し易い。
【００１０】
　また、グラントムソンプリズム，ＤＵＶ用のグラントムソンプリズムは、ＶＵＶを透過
する実用的な材料が無いため、使用する事ができない。
　以上のように、全反射型偏光子において、ＶＵＶ領域で実用的に使用できるものは知ら
れていない。
　ＶＵＶ領域で実用的な偏光子としては、ローションプリズム，ウォーラストンプリズム
のような偏光分離型偏光子があるが、偏光分離型偏光子は、分離した２つの偏光成分が共
に透過する。従って、一方の偏光を全反射により除去し、もう一方の偏光のみ透過させる
全反射型偏光子の代替として用いる場合、不要な偏光の処理を行うためには、光学系を長
くする必要があるという課題があり、偏光子が適用される光学機器全体が大型化する。
【００１１】
　本発明は、上記の課題に鑑みてなされたものであり、本発明の目的は、入射角許容幅が
改善された全反射型偏光子を提供することにある。
　本発明の他の目的は、波長２００ｎｍ以下のＶＵＶ領域においても実用的な入射角許容
幅を有し、ＶＵＶ領域で用いることができる全反射型偏光子を提供することにある。
　本発明の更に他の目的は、並進ずれが無く、集光光線が入射された場合でも消光比劣化
が小さい全反射型偏光子を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
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　前記課題は、請求項１の全反射型偏光子によれば、入射光線の光軸に沿って複数のプリ
ズムが配置され、入射光線の二つの偏光成分の一方のみを全反射により除去する全反射型
偏光子であって、入射側の第一のプリズムと、該第一のプリズムの出射面に対向して入射
面が配置された第二のプリズムと、該第二のプリズムの出射面に対向して入射面が配置さ
れた第三のプリズムとが、前記入射光線の光軸に沿って前記入射側から順次配列されてお
り、前記第一のプリズムと、前記第二のプリズムのうち前記入射面を含む少なくとも一部
と、からなり、前記第一のプリズムの前記出射面において、前記入射光線を複数の前記偏
光成分に分離する分離部と、前記第二のプリズムのうち前記分離部よりも入射方向下流側
の部分と、前記第三のプリズムのうち入射面を含む少なくとも一部と、からなり、前記第
二のプリズムの前記出射面において、前記二つの偏光成分のうち一方のみを、全反射によ
り除去する全反射部と、を備え、前記第一のプリズムの光学軸は、前記入射光線の光軸と
直交し、且つ前記第二のプリズムの光学軸と直交しており、前記第二のプリズムの光学軸
は、前記入射光線の光軸と直交し、且つ前記第三のプリズムの光学軸と平行であること、
により解決される。
【００１３】
　このように、全反射型偏光子において、全反射部の入射側に分離部を備え、前記第一の
プリズムの光学軸は、前記入射光線の光軸と直交し、且つ前記第二のプリズムの光学軸と
直交しており、前記第二のプリズムの光学軸は、前記入射光線の光軸と直交し、且つ前記
第三のプリズムの光学軸と平行であるため、入射光線の複数の偏光成分を分離させてから
、一部の偏光成分のみを全反射により除去することができ、分離角に応じて、入射光線の
入射角許容幅を拡張できる。
　入射角許容幅が大きくなることで、グランテーラプリズムやグラントムソンプリズムに
代表される従来の全反射型偏光子において、実用的な入射角許容幅が得られないために使
用されてこなかった、複屈折量が小さい材料を用いて、実用的な入射角許容幅を備えた全
反射型偏光子を実現可能となる。
　材料の選択幅が広がる事で、波長２００ｎｍ以下のＶＵＶ領域や中赤外領域など、従来
、全反射型偏光子の実現が困難であった波長帯域において、全反射型偏光子を実現するこ
とが可能となる。
【００１４】
　このとき、前記第二のプリズムの前記出射面と、前記第三のプリズムの前記入射面との
間には、エアギャップが形成されていてもよい。
　このように構成すると、全反射部で除去されずに透過した偏光成分の並進ずれをなくす
ように調整することができ、並進ずれのない全反射型偏光子を実現可能となる。
　また、通常の接着剤は、ＶＵＶ領域や中赤外領域の光を透過しないが、このように、第
二のプリズムの出射面と、第三のプリズムの入射面との間が、エアギャップとなっている
と、ＶＵＶ領域や中赤外領域において利用可能な全反射型偏光子とすることができる。
【００１５】
　このとき、前記第三のプリズムのうち前記入射面を含む少なくとも一部は、前記第三の
プリズムの全体であって、前記第三のプリズムの出射面は、前記第一のプリズムの前記入
射面と平行であってもよい。
　このように構成すると、全反射型偏光子の口径長さ比を小さくすることが可能となると
共に、全反射型偏光子全体の大きさを小さくすることができ、安価に製作できる。
【００１６】
　このとき、前記第三のプリズムのうち前記入射面を含む少なくとも一部は、前記第三の
プリズムの全体であって、前記第三のプリズムの出射面は、前記第一のプリズムの前記入
射面に対して、前記第三のプリズムの前記入射面が傾斜する方向と同じ方向に傾斜してい
てもよい。
　このように、前記第三のプリズムの出射面は、前記第一のプリズムの前記入射面に対し
て、前記第三のプリズムの前記入射面が傾斜する方向と同じ方向に傾斜しているため、全
反射偏光子からの出射光線の偏角が生じることを抑制できる。
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　偏光子の口径長さ比を小さくすることが可能となると共に、偏光子全体の大きさを小さ
くすることができ、安価に製作できる。
【００１７】
　このとき、前記第二のプリズムは、前記分離部に含まれる入射側第二プリズムと、前記
全反射部に含まれる出射側第二プリズムと、の二つの別体からなるプリズムから構成され
ており、前記入射側第二プリズムの出射面と、前記出射側第二プリズムの入射面とは、エ
アギャップを介して配置されており、前記第一のプリズムの前記入射面と平行であっても
よい。
　このように構成すると、個々のプリズムの素材が小さくてもよく、小さい素材を用いて
全反射型偏光子を製作できる。
【００１８】
　このとき、前記第三のプリズムのうち前記入射面を含む少なくとも一部は、前記第三の
プリズムの一部分であって、前記第三のプリズムの出射面に対向して入射面が配置された
第四のプリズムを更に備え、前記第三のプリズムのうち前記全反射部よりも前記入射方向
下流側の部分と、前記第四のプリズムと、からなり、前記二つの偏光成分のうち他方によ
り構成される出射光線を、前記入射光線に対して平行にする平行化部を、備え、前記第三
のプリズムの光学軸は、前記入射光線の光軸と直交し、且つ前記第四のプリズムの光学軸
と直交していてもよい。
　このように、平行化部を備えているため、出射光線を入射光線に対して平行にして、入
射光線と出射光線の偏角ずれを波長によらず防止することができる。偏角ずれが防止され
るため、全反射型偏光子を回転して使用する際にも、光線が回ることなく、安定的な光の
検出が容易になる。更に、光入射側と光出射側が反対になっても機能できる双方向性を有
する全反射型偏光子を実現可能となる。
【００１９】
　このとき、前記第一のプリズムの前記出射面，前記第二のプリズムの前記入射面，前記
第三のプリズムの前記出射面及び前記第四のプリズムの前記入射面は、相互に平行であっ
てもよい。
　このように構成すると、入射光線と出射光線とを、平行にすることが可能となる。
　また、前記第三のプリズムは、前記全反射部に含まれる入射側第三プリズムと、前記平
行化部に含まれる出射側第三プリズムと、の二つのプリズムから構成されており、前記入
射側第三プリズムの出射面と、前記出射側第三プリズムの入射面とは、エアギャップを介
して配置されており、前記第一のプリズムの前記入射面と平行であってもよい。
　このように構成すると、個々のプリズムの素材が小さくてもよく、小さい素材を用いて
全反射型偏光子を製作できる。
【００２０】
　このとき、前記第一のプリズムと前記第四のプリズムは、同一形状の断面直角三角形の
三角柱からなり、前記第二のプリズムと前記第三のプリズムは、同一形状の三角柱からな
り、前記全反射型偏光子が、直方体であってもよい。
　このように構成すると、入射角許容幅及び使用可能な波長帯域が拡張され、並進ずれの
ない全反射型偏光子を実現可能となる。また、前記第一のプリズムと前記第四のプリズム
は、同一形状の断面直角三角形の三角柱からなり、前記第二のプリズムと前記第三のプリ
ズムは、同一形状の三角柱からなるため、全反射型偏光子を構成する部品の種類が限定さ
れ、全反射型偏光子の取り扱いが簡易になる。
【００２１】
　このとき、前記入射光線が、波長２００ｎｍ以下の光であるときに、前記入射光線の入
射角許容幅が、±１°以上であってもよい。
　このように構成すると、グランテーラプリズム等の従来の偏光子では、入射角許容幅が
狭いために全反射型偏光子の材料として使用できなかった材料が使用可能となり、その結
果、使用できる波長帯域の拡張が可能となる。
【００２２】
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　このとき、前記プリズムが、ＭｇＦ２又はＬＢ４（Ｌｉ２Ｂ４Ｏ７）からなる一軸性結
晶材料から形成されていていてもよい。
　このように構成すると、従来は入射角許容幅が狭いために全反射型偏光子の材料として
使用できなかったＭｇＦ２又はＬＢ４（Ｌｉ２Ｂ４Ｏ７）からなる一軸性結晶材料を、全
反射型偏光子の材料として用いることが可能となり、これらの材料が透過するＶＵＶ領域
や中赤外領域など、従来は実現できなかった波長帯域で使用可能な全反射型偏光子を実現
できる。
　このとき、前記プリズムが、ＬＢ４（Ｌｉ２Ｂ４Ｏ７）からなる一軸性結晶材料から形
成され、前記入射光線が、波長１９３ｎｍの光であるときに、前記入射光線の入射角許容
幅が、±３．９°であり、前記第一のプリズム及び前記第四のプリズムの楔角が３０°で
あり、前記第二のプリズム及び前記第三のプリズムの楔角が６５．６°であるとよい。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明によれば、全反射型偏光子において、全反射部の入射側に分離部を備えているた
め、入射光線の複数の偏光成分を分離させてから、一部の偏光成分を全反射により除去す
ることができ、分離角に応じて、入射光線の入射角許容幅を拡張できる。
　入射角許容幅が大きくなることで、グランテーラプリズムやグラントムソンプリズムに
代表される従来の全反射型偏光子において、実用的な入射角許容幅が得られないために使
用されてこなかった、複屈折量が小さい材料を用いて、実用的な入射角許容幅を備えた全
反射型偏光子を実現可能となる。
　材料の選択幅が広がる事で、波長２００ｎｍ以下のＶＵＶ領域や中赤外領域など、従来
、全反射型偏光子の実現が困難であった波長帯域において、全反射型偏光子を実現するこ
とが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の実施の形態１に係る全反射型偏光子Ｐ１の構造を示す説明図である。
【図２】本発明の実施の形態１に係る全反射型偏光子Ｐ１における入射角許容幅の拡幅を
説明する説明図である。
【図３】本発明の実施の形態１に係る全反射型偏光子Ｐ１における入射角許容幅の拡幅を
説明する説明図である。
【図４】本発明の実施の形態１に係る全反射型偏光子Ｐ１の使用可能な波長範囲を、従来
のグランテーラプリズムの使用可能な波長範囲と比較した説明図である。
【図５】本発明の実施の形態２に係る全反射型偏光子Ｐ２の構造を示す説明図である。
【図６】本発明の実施の形態３に係る全反射型偏光子Ｐ３の構造を示す説明図である。
【図７】本発明の実施の形態４に係る全反射型偏光子Ｐ４の構造を示す説明図である。
【図８】本発明の実施の形態５に係る全反射型偏光子Ｐ５の構造を示す説明図である。
【図９】本発明の実施の形態６に係る全反射型偏光子Ｐ６の構造を示す説明図である。
【図１０】本発明の実施の形態７に係る全反射型偏光子Ｐ７の構造を示す説明図である。
【図１１】本発明の実施の形態８に係る全反射型偏光子Ｐ８の構造を示す説明図である。
【図１２】本発明の実施の形態９に係る全反射型偏光子Ｐ９の構造を示す説明図である。
【図１３】本発明の実施の形態１０に係る全反射型偏光子Ｐ１０の構造を示す説明図であ
る。
【図１４】本発明の実施の形態１１に係る全反射型偏光子Ｐ１１の構造を示す説明図であ
る。
【図１５】本発明の実施の形態１２に係る全反射型偏光子Ｐ１２の構造を示す説明図であ
る。
【図１６】本発明の実施例１に係る全反射型偏光子の構造及び寸法を示す説明図である。
【図１７】本発明の実施例２に係る全反射型偏光子の構造及び寸法を示す説明図である。
【図１８】対比例１に係る全反射型偏光子の構造及び寸法を示す説明図である。
【図１９】実施例１，２と対比例１の入射角許容幅及び使用可能な波長帯域を示すグラフ
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である。
【図２０】具体的実施例３～８に共通な構造を示す説明図である。
【図２１】具体的実施例３の入射角許容幅と使用可能な波長範囲を示すグラフである。
【図２２】具体的実施例４の入射角許容幅と使用可能な波長範囲を示すグラフである。
【図２３】具体的実施例５の入射角許容幅と使用可能な波長範囲を示すグラフである。
【図２４】具体的実施例６の入射角許容幅と使用可能な波長範囲を示すグラフである。
【図２５】具体的実施例７の入射角許容幅と使用可能な波長範囲を示すグラフである。
【図２６】具体的実施例８の入射角許容幅と使用可能な波長範囲を示すグラフである。
【図２７】従来のグランテーラプリズムの入射角許容幅を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、本発明の一実施形態に係る全反射型偏光子について、図１～図２６を参照しなが
ら説明する。
　本明細書では、コンタクトとは、一対の隣接するプリズムが相互に接触して配置されて
いることをいい、直接接合されているオプチカルコンタクトのほか、接着による接合も含
まれる。
　また、本明細書において、プリズムが「対向」するとは、エアギャップを介して対向す
る場合と、直接接合されているオプチカルコンタクトの場合と、接着剤など、何かを介在
させて接合されている接着の場合とを含む。
【００２６】
（実施の形態１　全反射型偏光子Ｐ１：Ｗｃ－Ｇ－Ｗｃ一体型）
　本実施形態に係る全反射型偏光子Ｐ１は、半導体基板の回路パターン製作を行う露光装
置や評価を行う評価装置に好適に用いられる。
　本実施形態の全反射型偏光子Ｐ１は、図１に示すように、入射光の光軸Ｘに沿って、第
一のプリズム１０と、第二のプリズム２０と、第三のプリズム３０と、第四のプリズム４
０と、が、順に配列されて構成されている。第一のプリズム１０と第二のプリズム２０と
は、コンタクトＣ１において接合され、第二のプリズム２０と第三のプリズム３０とは、
エアギャップ層Ｇ２を介して対向するように構成され、第三のプリズム３０と第四のプリ
ズム４０とは、コンタクトＣ２において接合されている。
【００２７】
　エアギャップ層Ｇ２の幅を調節することで、入射光と出射光の並進位置を一致させるこ
とができる。エアギャップ層Ｇ２を適切な間隔にすることで、入射光が分離した分離光ａ
，ｂのうち全反射型偏光子Ｐ１を透過し出射光として出射される分離光ａの並進ずれを防
止でき、並進ずれのない全反射型偏光子Ｐ１を製作可能となる。
【００２８】
　図１に示すように、第一のプリズム１０及び第四のプリズム４０とは、断面直角三角形
の三角柱状の同一形状からなり、第二のプリズム２０と第三のプリズム３０とは、三角柱
状の同一形状からなる。
　また、第一のプリズム１０の出射面１２，第二のプリズム２０の入射面２１，第三のプ
リズム３０の出射面３２及び第四のプリズム４０の入射面４１は、相互に平行に配置され
ている。このため、全反射型偏光子Ｐ１の入射光と出射光とを、平行にすることができる
。
　第一のプリズム１０の出射面１２の出射側端部を通り、入射光の光軸Ｘに垂直でかつ第
一のプリズム１０の入射面１１に平行な仮想平面を面Ｐａとしたとき、全反射型偏光子Ｐ
１のうち、第一のプリズム１０の入射面１１と面Ｐａとに囲まれた領域は、第一のプリズ
ム１０と、第二のプリズム２０の入射側部分２０ｆとを備えており、一対のプリズムがコ
ンタクトにより接合されたウォーラストンプリズムの構造を備えた分離部としてのウォー
ラストン（コンタクト）部Ｗｃ１となっている。
【００２９】
　第四のプリズム４０の入射面４１の入射側端部を通り入射光の光軸Ｘに垂直でかつ第一



(9) JP 6334218 B2 2018.5.30

10

20

30

40

50

のプリズム１０の入射面１１に平行な仮想平面を面Ｐｂとしたとき、全反射型偏光子Ｐ１
のうち、面Ｐａと面Ｐｂとに囲まれた領域は、第二のプリズム２０の出射側部分２０ｂと
第三のプリズム３０の入射側部分３０ｆとを備えており、一対のプリズムがエアギャップ
により構成されたグランテーラプリズムの構造を備えた全反射部としてのグランテーラ部
ＧＴとなっている。
　また、全反射型偏光子Ｐ１のうち、面Ｐｂと第四のプリズム４０の出射面４２とに囲ま
れた領域は、第三のプリズム３０の出射側部分３０ｂと第四のプリズム４０とを備えてお
り、一対のプリズムがコンタクトにより接合されたウォーラストンプリズムの構造を備え
た平行化部としてのウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ２となっている。
【００３０】
　本実施形態の第一のプリズム１０，第二のプリズム２０，第三のプリズム３０，第四の
プリズム４０は、ＭｇＦ２（フッ化マグネシウム）の一軸性結晶からなるが、これに限定
されるものではなく、ＹＬＦ（イットリウムリチウムフルオライド；ＬｉＹＦ４），水晶
，ＬＢ４（四ホウ酸リチウム；Ｌｉ２Ｂ４Ｏ７），α－ＢＢＯ（バリウムホウ酸塩），方
解石等の一軸性結晶から構成してもよい。
　また、本実施形態では、第一のプリズム１０，第二のプリズム２０，第三のプリズム３
０，第四のプリズム４０を、同じ材料から構成しているが、第一のプリズム１０と第四の
プリズム４０とを同じ材料から構成し、第二のプリズム２０と第三のプリズム３０とを、
同じ材料から構成し、第一のプリズム１０と第四のプリズム４０の組合せと、第二のプリ
ズム２０と第三のプリズム３０の組合せとを、異なる材料としてもよい。
【００３１】
　第一のプリズム１０，第二のプリズム２０，第三のプリズム３０，第四のプリズム４０
のそれぞれの光学軸Ａ１，Ａ２，Ａ３，Ａ４は、一軸性材料の持つ二つの屈折率の関係に
応じ、ウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ１において所望の光線分離角が得られるよう
に、入射光線の光軸Ｘに対して垂直な方向（矢印方向）又はこの矢印方向に対して垂直な
方向（二重丸）とする。
【００３２】
　本実施形態の全反射型偏光子Ｐ１に、第一のプリズム１０の入射面１１から光が入射す
ると、入射光線は、ウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ１で分離光ａ，ｂに分離し、第
一のプリズム１０から、常光と異常光である二つの分離光ａ，ｂが出射する。
　一方の分離光ｂは、グランテーラ部ＧＴにおいて、エアギャップ層Ｇ２で全反射して、
全反射型偏光子Ｐ１から除去され、もう一方の分離光ａは、エアギャップ層Ｇ２を透過し
て、第三のプリズム３０，第四のプリズム４０を通過して、第四のプリズム４０の出射面
４２から出射される。
　このとき、出射側のウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ２は、分離光ａを入射光に対
して平行にさせる役割を持つ。
【００３３】
　図２，図３に基づき、本実施形態の全反射型偏光子Ｐ１により入射角許容幅が拡幅され
る機構について説明する。
　図２は、図１の第二のプリズム２０を透過する分離光ａ，ｂの拡大図である。
　ウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ１における分離光ａ，ｂの分離角θｔ，θｒは、
第一のプリズム１０の入射面１１に垂直に入射する光線の出射面１２への入射角α０に依
存する。従って、分離角θｔ，θｒは、楔角度α１を大きくすることで、大きくなる。そ
して、分離角θｔ，θｒに応じて入射角許容幅も大きくなる。
【００３４】
　本実施形態では、第一のプリズム１０と第二のプリズム２０とが、コンタクトＣ１で接
合されているため、第一のプリズム１０と第二のプリズム２０との間にエアギャップ層が
形成されている場合よりも、入射角許容幅の最大値が大きくなる。
　エアギャップ層は、プリズム材料に比べて屈折率の小さい空気からなるため、コンタク
トや接着の場合に比べて臨界角が小さくなる。そのため、入射角α０は臨界角で制限され
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て、コンタクトや接着に比べて最大光線分離角が小さくなり、これに依存して入射角許容
幅の最大値も小さくなるためである。
【００３５】
　図２に示すように、入射光線は、各分離光ａ，ｂ毎に、分離角θｔ，θｒだけ分離する
。透過する分離光ａと全反射する分離光ｂとは、異なる角度の入射角θＴ´＝θＧ－θｔ
，θＲ´＝θＧ＋θｒでエアギャップ層Ｇ２に入射される。
　分離光ａ，ｂのエアギャップ層Ｇ２への入射角θＴ´，θＲ´は、図２７に示す従来の
グランテーラプリズムにおけるエアギャップ層Ｇへの入射角θＧに、それぞれ、分離角θ
ｔ，θｒを足した値となっている。
【００３６】
　分離光ａ，ｂのエアギャップ層Ｇ２への入射角θＴ´，θＲ´は、式５の関係になるよ
うに設定される。
　　　θＴ´＜θＲ’・・・・・式５
　θＴ´：透過する分離光ａの入射角
　θＲ´：全反射する分離光ｂの入射角
　すると、図３に示すように、分離光ａ，ｂの入射角θＴ´，θＲ´に対する臨界角の幅
が、それぞれ、図２７に示す従来のグランテーラプリズムの場合よりも、第二のプリズム
２０に入射するときに分離した分離角θｔ，θｒ分だけ、大きくなる。
【００３７】
　図３は、縦軸が角度を示し、図の中央の実線が、図２７に示す従来のグランテーラプリ
ズムのエアギャップ層Ｇへの入射角θＧを示している。
　図２７に示す従来のグランテーラプリズムでは、入射角θＧの入射角許容幅は、従来の
グランテーラプリズムの一対の臨界角θｃＴ，θｃＲより、θｃＴ－θｃＲとなる。
　それに対し、図２に基づき説明した通り、本実施形態の全反射型偏光子Ｐ１では、分離
角θｔ，θｒにより、一対の臨界角間の幅が大きくなる効果が得られる。
【００３８】
　そこで、従来のグランテーラプリズムの一対の臨界角θｃＴ，θｃＲに、それぞれの分
離角θｔ，θｒによる拡幅分を足したものを、視野角θｃＴ´，θｃＲ´と定義すると、
一対の視野角は、それぞれ、
　θｃＴ´＝θｃＴ＋θｔ
　θｃＲ´＝θｃＲ－θｒ
となり、本実施形態の全反射型偏光子Ｐ１の入射角許容幅は、
　θｃＴ´－θｃＲ´＝θｃＴ＋θｔ－（θｃＲ－θｒ）
となって、図２７に示す従来のグランテーラプリズムの入射角許容幅よりも、θｔ＋θｒ
大きくなる。
　このように、本実施形態の全反射型偏光子Ｐ１では、図２７に示す従来のグランテーラ
プリズムに比べて、入射角許容幅を大きくすることができる。入射角許容幅が大きくなっ
た結果、使用波長範囲も、広くすることができる。
【００３９】
　図４は、本実施形態の全反射型偏光子Ｐ１の使用可能な波長範囲を、従来のグランテー
ラプリズムの使用可能な波長範囲と比較した説明図である。
　一般的に、光学材料の屈折率は、波長に依存する。また二つの異なる臨界角θｃＴ，θ
ｃＲを持つプリズムにおいて、臨界角θｃＴ，θｃＲは、上述の式１～式４のように、屈
折率の値により異なる。
【００４０】
　従って、２つの異なる臨界角θｃＴ，θｃＲも、波長に依存する。２つの異なる臨界角
θｃＴ，θｃＲが、波長に依存するため、偏光子には、ある一定角度で光を入射した場合
、偏光子として機能できる波長範囲が存在する。
　本実施形態の全反射型偏光子Ｐ１では、図３に示すように、二つの臨界角の間の幅が、
従来のグランテーラプリズムよりも拡幅されるため、結果として、図４のように、縦軸に
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角度、横軸に波長を取ったグラフにおいて、偏光子として機能できる波長範囲も、従来の
グランテーラプリズムよりも、拡幅されることとなる。
　また、空気層と結晶の境界面の面数が４面と少なく、透過性も高い。
　更に、光出射側にウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ２を備えているため、入射光と
出射光の偏角ずれと並進ずれも波長によらず防止され、光入射側と光出射側が反対になっ
ても機能できる双方向性を有する。並進ずれと偏角ずれがないため、全反射型偏光子Ｐ1
を回転して使用する際にも、光線が回ることなく、安定的な光の検出が容易になる。
【００４１】
（実施の形態２　全反射型偏光子Ｐ２：Ｗａ－Ｇ－Ｗａ一体型）
　本発明の他の実施形態に係る全反射型偏光子Ｐ２を、図５に示す。
　図５の全反射型偏光子Ｐ２は、各プリズムの間に、エアギャップ層Ｇ１，Ｇ２，Ｇ３が
設けられている。全反射型偏光子Ｐ２は、第一のプリズム１０と第二のプリズム２０，及
び第三のプリズム３０と第四のプリズム４０とが、エアギャップ層Ｇ１，Ｇ３を介して対
向している点で、全反射型偏光子Ｐ１と異なっていることを除いては、全反射型偏光子Ｐ
１と同様の構成からなる。
　第一のプリズム１０の入射面１１と面Ｐａとに囲まれた領域は、一対のプリズムがエア
ギャップ層を介して配置されたウォーラストンプリズムの構造を備えたウォーラストン（
エアギャップ）部Ｗａ１となっている。
【００４２】
　また、面Ｐａと面Ｐｂとに囲まれた領域は、全反射型偏光子Ｐ１と同様に、グランテー
ラプリズムの構造を備えたグランテーラ部ＧＴとなっている。
　面Ｐｂと第四のプリズム４０の出射面４２とに囲まれた領域は、第三のプリズム３０の
出射側部分と第四のプリズム４０とを備えており、一対のプリズムがエアギャップを介し
て配置されたウォーラストンプリズムの構造を備えたウォーラストン（エアギャップ）部
Ｗａ２となっている。
　本実施形態の全反射型偏光子Ｐ２は、プリズム間に、コンタクトによる接合部を有しな
いため、高強度な光線に対する耐性が高められ、光に対する高耐力化が図られる。
　また、光出射側に、ウォーラストン（エアギャップ）部Ｗａ２を備えているため、入射
光と出射光の並進ずれと偏角ずれも防止され、光入射側と光出射側が反対になっても機能
できる双方向性を有する。並進ずれと偏角ずれがないため、全反射型偏光子Ｐ２を回転し
て使用する際にも、光線が回ることなく、安定的な光の検出が容易になる。
【００４３】
（実施の形態３　全反射型偏光子Ｐ３：Ｗｃ－Ｇ一体型）
　本発明の更に他の実施形態に係る全反射型偏光子Ｐ３を、図６に示す。
　本実施形態の全反射型偏光子Ｐ３は、実施の形態１の全反射型偏光子Ｐ１の光出射側の
ウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ２を備えないことを除いては、図１の全反射型偏光
子Ｐ１と同様の構成からなる。
　つまり、図１の第三のプリズム３０，第四のプリズム４０の代わりに、第三のプリズム
３０の面Ｐｂよりも入射側の部分に対応する第三のプリズム３０ｆ´が配置されている。
　このように、光出射側のウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ２を備えないことにより
、偏光子の口径長さ比を小さくすることが可能となると共に、偏光子全体の大きさを小さ
くすることができ、安価に製作できる。
　また、光入射側にウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ１を備えているため、実施の形
態１の全反射型偏光子Ｐ１と同様、入射角許容幅の拡張性が高く、使用可能な波長帯域の
拡張性も高い。
　また、空気層と結晶の境界面の面数が４面と少なく、透過性も高い。
【００４４】
（実施の形態４　全反射型偏光子Ｐ４：Ｗａ－Ｇ一体型）
　本発明の更に他の実施形態に係る全反射型偏光子Ｐ４を、図７に示す。
　本実施形態の全反射型偏光子Ｐ４は、各プリズムの間に、エアギャップ層Ｇ１，Ｇ２が
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設けられている点で、実施の形態３の全反射型偏光子Ｐ３と異なっていることを除いては
、図６の全反射型偏光子Ｐ３と同様の構成からなる。このように、プリズムの間にコンタ
クトを有していないため、光に対する高耐力化が図られる。
　また、光出射側のウォーラストン（エアギャップ）部Ｗａ２を備えていないことにより
、偏光子の口径長さ比を小さくすることが可能となると共に、偏光子全体の大きさを小さ
くすることができ、安価に製作できる。
【００４５】
（実施の形態５　全反射型偏光子Ｐ５：Ｗｃ－Ｇｏ一体型）
　本発明の更に他の実施形態に係る全反射型偏光子Ｐ５を、図８に示す。
　本実施形態の全反射型偏光子Ｐ５は、第三のプリズム３０ｆ´の出射面３２ｏが、第一
のプリズム１０の入射面１１に対して傾斜していることを除いては、図６の全反射型偏光
子Ｐ３と同様の構成からなる。
　第三のプリズム３０ｆ´の出射面３２ｏは、第一のプリズム１０の入射面１１に平行な
面よりも、第三のプリズム３０ｆ´の入射面３１が傾斜する側と同じ側に傾斜している。
このため、全反射偏光子からの出射光線の偏角が生じることを抑制できる。
　つまり、第三のプリズム３０ｆ´を構成する３つの長方形の側面のうち、入射光の光軸
Ｘに平行な面を底面３３としたとき、第三のプリズム３０ｆ´は、入射面３１と出射面３
２ｏとの間の角度と、入射面３１と底面３３との間の角度が鋭角で、出射面３２ｏと底面
３３との間の角度が鈍角に形成されている。
　面Ｐａと第三のプリズム３０ｆ´の出射面３２ｏとに囲まれた領域は、一対のプリズム
がエアギャップにより構成されたグランテーラプリズムの構造を備えたグランテーラ（出
射面斜面タイプ）部Ｇｏとなっている。
【００４６】
　このように、光出射側のウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ２を備えないことにより
、偏光子の口径長さ比を小さくすることが可能となると共に、偏光子全体の大きさを小さ
くすることができ、安価に製作できる。
　また、光入射側にウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ１を備えているため、入射角許
容幅の拡張性が高く、使用可能な波長帯域の拡張性も高い。
　また、空気層と結晶の境界面の面数が４面と少なく、透過性も高い。
【００４７】
（実施の形態６　全反射型偏光子Ｐ６：Ｗａ－Ｇｏ一体型）
　本発明の更に他の実施形態に係る全反射型偏光子Ｐ６を、図９に示す。
　本実施形態の全反射型偏光子Ｐ６は、各プリズムの間に、エアギャップ層Ｇ１，Ｇ２が
設けられている点で、実施の形態５の全反射型偏光子Ｐ５と異なっていることを除いては
、図８の全反射型偏光子Ｐ５と同様の構成からなる。このようにプリズムの間にコンタク
トを有していないため、光に対する高耐力化が図られる。
　また、全反射型偏光子Ｐ５と同様に、光出射側のウォーラストン（エアギャップ）部Ｗ
ａ２を備えないことにより、偏光子の口径長さ比を小さくすることが可能となると共に、
偏光子全体の大きさを小さくすることができ、安価に製作できる。
　実施の形態５と同様に、第三のプリズム３０ｆ´の出射面３２ｏは、第一のプリズム１
０の入射面１１に平行な面よりも、第三のプリズム３０ｆ´の入射面３１が傾斜する側と
同じ側に傾斜している。このため、全反射偏光子からの出射光線の偏角が生じることを抑
制できる。
【００４８】
（実施の形態７　全反射型偏光子Ｐ７：Ｗｃ－Ｇ－Ｗｃ分離型）
　本発明の更に他の実施形態に係る全反射型偏光子Ｐ７を、図１０に示す。
　図１０の全反射型偏光子Ｐ７は、ウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ１とグランテー
ラ部ＧＴとの間、及び、グランテーラ部ＧＴとウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ２と
の間に、エアギャップ層Ｇ４，Ｇ５が設けられている点で、実施の形態１の全反射型偏光
子Ｐ１と異なっていることを除いては、図１の全反射型偏光子Ｐ１と同様の構成からなる
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。
　つまり、本実施形態の全反射型偏光子Ｐ７は、全反射型偏光子Ｐ１における面Ｐａ，Ｐ
ｂの位置で、全反射型偏光子Ｐ１の第二のプリズム２０及び第三のプリズム３０が、それ
ぞれ、第二前方プリズム２０Ｆと第二後方プリズム２０Ｂとに、また、第三前方プリズム
３０Ｆと第三後方プリズム３０Ｂとに分割され、分割位置に、エアギャップ層Ｇ４，Ｇ５
が設けられている。
【００４９】
　このように、光入射側にウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ１を備えているため、入
射角許容幅の拡張性が高く、使用可能な波長帯域の拡張性も高い。
　更に、光出射側にウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ２を備えているため、入射光と
出射光の偏角ずれと並進ずれも防止され、光入射側と光出射側が反対になっても機能でき
る双方向性を有する。偏角ずれと並進ずれがないため、全反射型偏光子Ｐ７を回転して使
用する際にも、光線が回ることなく、安定的な光の検出が容易になる。
　また、第二のプリズム２０が第二前方プリズム２０Ｆと第二後方プリズム２０Ｂとに、
また、第三のプリズム３０が第三前方プリズム３０Ｆと第三後方プリズム３０Ｂとに分割
されているため、個々のプリズムの素材が小さくてもよい。
【００５０】
（実施の形態８　全反射型偏光子Ｐ８：Ｗａ－Ｇ－Ｗａ分離型）
　本発明の更に他の実施形態に係る全反射型偏光子Ｐ８を、図１１に示す。
　図１１の全反射型偏光子Ｐ８は、ウォーラストン（エアギャップ）部Ｗａ１とグランテ
ーラ部ＧＴとの間、及び、グランテーラ部ＧＴとウォーラストン（エアギャップ）部Ｗａ
２との間に、エアギャップ層Ｇ４，Ｇ５が設けられている点で、実施の形態２の全反射型
偏光子Ｐ２と異なっていることを除いては、図５の全反射型偏光子Ｐ２と同様の構成から
なる。
　つまり、本実施形態の全反射型偏光子Ｐ８は、全反射型偏光子Ｐ２における面Ｐａ，Ｐ
ｂの位置で、全反射型偏光子Ｐ２の第二のプリズム２０及び第三のプリズム３０が、それ
ぞれ、第二前方プリズム２０Ｆと第二後方プリズム２０Ｂとに、また、第三前方プリズム
３０Ｆと第三後方プリズム３０Ｂとに分割され、分割位置に、エアギャップ層Ｇ４，Ｇ５
が設けられている。
【００５１】
　このように、プリズムの間にコンタクトを有していないため、光に対する高耐力化が図
られる。
　更に、光出射側にウォーラストン（エアギャップ）部Ｗａ２を備えているため、入射光
と出射光の偏角ずれと並進ずれも防止され、光入射側と光出射側が反対になっても機能で
きる双方向性を有する。偏角ずれと並進ずれがないため、全反射型偏光子Ｐ８を回転して
使用する際にも、光線が回ることなく、安定的な光の検出が容易になる。
　また、第二のプリズム２０が第二前方プリズム２０Ｆと第二後方プリズム２０Ｂとに、
また、第三のプリズム３０が第三前方プリズム３０Ｆと第三後方プリズム３０Ｂとに分割
されているため、個々のプリズムの素材が小さくてもよい。
【００５２】
（実施の形態９　全反射型偏光子Ｐ９：Ｗｃ－Ｇ分離型）
　本発明の更に他の実施形態に係る全反射型偏光子Ｐ９を、図１２に示す。
　図１２の全反射型偏光子Ｐ９は、ウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ１とグランテー
ラ部ＧＴとの間に、エアギャップ層Ｇ４が設けられている点で、実施の形態３の全反射型
偏光子Ｐ３と異なっていることを除いては、図６の全反射型偏光子Ｐ３と同様の構成から
なる。
　つまり、本実施形態の全反射型偏光子Ｐ９は、全反射型偏光子Ｐ３における面Ｐａの位
置で、全反射型偏光子Ｐ３の第二のプリズム２０が第二前方プリズム２０Ｆと第二後方プ
リズム２０Ｂとに分割され、分割位置に、エアギャップ層Ｇ４が設けられている。
【００５３】
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　このように、光入射側にウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ１を備えているため、入
射角許容幅の拡張性が高く、使用可能な波長帯域の拡張性も高い。
　また、光出射側のウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ２を備えないことにより、偏光
子の口径長さ比を小さくすることが可能となると共に、偏光子全体の大きさを小さくする
ことができ、安価に製作できる。
　また、第二のプリズム２０が第二前方プリズム２０Ｆと第二後方プリズム２０Ｂとに分
割されているため、個々のプリズムの素材が小さくてもよい。
【００５４】
（実施の形態１０　全反射型偏光子Ｐ１０：Ｗａ－Ｇ分離型）
　本発明の更に他の実施形態に係る全反射型偏光子Ｐ１０を、図１３に示す。
　図１３の全反射型偏光子Ｐ１０は、ウォーラストン（エアギャップ）部Ｗａ１とグラン
テーラ部ＧＴとの間に、エアギャップ層Ｇ４が設けられている点で、実施の形態４の全反
射型偏光子Ｐ４と異なっていることを除いては、図７の全反射型偏光子Ｐ４と同様の構成
からなる。
　つまり、本実施形態の全反射型偏光子Ｐ１０は、全反射型偏光子Ｐ４における面Ｐａの
位置で、全反射型偏光子Ｐ４の第二のプリズム２０が第二前方プリズム２０Ｆと第二後方
プリズム２０Ｂとに分割され、分割位置に、エアギャップ層Ｇ４が設けられている。
【００５５】
　このように、各プリズムの間にコンタクトを有していないため、光に対する高耐力化が
図られる。
　また、光出射側のウォーラストン（エアギャップ）部Ｗａ２を備えないことにより、偏
光子の口径長さ比を小さくすることが可能となると共に、偏光子全体の大きさを小さくす
ることができ、安価に製作できる。
　また、第二のプリズム２０が第二前方プリズム２０Ｆと第二後方プリズム２０Ｂとに分
割されているため、個々のプリズムの素材が小さくてもよい。
【００５６】
（実施の形態１１　全反射型偏光子Ｐ１１：Ｗｃ－Ｇｏ分離型）
　本発明の更に他の実施形態に係る全反射型偏光子Ｐ１１を、図１４に示す。
　図１４の全反射型偏光子Ｐ１１は、ウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ１とグランテ
ーラ（出射面斜面タイプ）部Ｇｏとの間に、エアギャップ層Ｇ４が設けられている点で、
実施の形態５の全反射型偏光子Ｐ５と異なっていることを除いては、図８の全反射型偏光
子Ｐ５と同様の構成からなる。
　つまり、本実施形態の全反射型偏光子Ｐ１１は、全反射型偏光子Ｐ５における面Ｐａの
位置で、全反射型偏光子Ｐ５の第二のプリズム２０が第二前方プリズム２０Ｆと第二後方
プリズム２０Ｂとに分割され、分割位置に、エアギャップ層Ｇ４が設けられている。
【００５７】
　このように、光入射側にウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ１を備えているため、入
射角許容幅の拡張性が高く、使用可能な波長帯域の拡張性も高い。
　また、光出射側のウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ２を備えないことにより、偏光
子の口径長さ比を小さくすることが可能となると共に、偏光子全体の大きさを小さくする
ことができ、安価に製作できる。
　また、第二のプリズム２０が第二前方プリズム２０Ｆと第二後方プリズム２０Ｂとに分
割されているため、個々のプリズムの素材が小さくてもよい。
　第三のプリズム３０ｆ´の出射面３２ｏは、第一のプリズム１０の入射面１１に平行な
面よりも、第三のプリズム３０ｆ´の入射面３１が傾斜する側と同じ側に傾斜している。
このため、全反射偏光子からの出射光線の偏角が生じることを抑制できる。
【００５８】
（実施の形態１２　全反射型偏光子Ｐ１２：Ｗａ－Ｇｏ分離型）
　本発明の更に他の実施形態に係る全反射型偏光子Ｐ１２を、図１５に示す。
　図１５の全反射型偏光子Ｐ１２は、ウォーラストン（エアギャップ）部Ｗａ１とグラン
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テーラ（出射面斜面タイプ）部Ｇｏとの間に、エアギャップ層Ｇ４が設けられている点で
、実施の形態６の全反射型偏光子Ｐ６と異なっていることを除いては、図９の全反射型偏
光子Ｐ６と同様の構成からなる。
　つまり、本実施形態の全反射型偏光子Ｐ１２は、全反射型偏光子Ｐ６における面Ｐａの
位置で、全反射型偏光子Ｐ６の第二のプリズム２０が第二前方プリズム２０Ｆと第二後方
プリズム２０Ｂとに分割され、分割位置に、エアギャップ層Ｇ４が設けられている。
【００５９】
　このように、プリズムの間にコンタクトを有していないため、光に対する高耐力化が図
られる。
　また、光出射側のウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ２を備えないことにより、偏光
子の口径長さ比を小さくすることが可能となると共に、偏光子全体の大きさを小さくする
ことができ、安価に製作できる。
　また、第二のプリズム２０が第二前方プリズム２０Ｆと第二後方プリズム２０Ｂとに分
割されているため、個々のプリズムの素材が小さくてもよい。
　第三のプリズム３０ｆ´の出射面３２ｏは、第一のプリズム１０の入射面１１に平行な
面よりも、第三のプリズム３０ｆ´の入射面３１が傾斜する側と同じ側に傾斜している。
このため、全反射偏光子からの出射光線の偏角が生じることを抑制できる。
【実施例】
【００６０】
　以下、具体的実施例又は実施例に基づき、本発明の全反射型偏光子について更に詳細に
説明するが、本発明は、以下の具体的実施例に限定されるものではない。
＜＜実施例１及び２＞＞
　本例では、ＭｇＦ２材からなり、実施の形態１の構成に係る実施例１及び２の全反射型
偏光子（図１６，図１７）と、図１８に示す対比例１のグランテーラプリズムのそれぞれ
の性能について、シミュレーションを行い検討した。
　実施例１及び２の全反射型偏光子は、ＭｇＦ２材からなる第一のプリズム１０，第二の
プリズム２０，第三のプリズム３０及び第四のプリズム４０が配置され、第一のプリズム
１０と第二のプリズム２０との間、第三のプリズム３０と第四のプリズム４０との間は、
コンタクトにより構成され、第二のプリズム２０と第三のプリズム３０とは、エアギャッ
プ層Ｇ２を介して配置されている。
【００６１】
　また、第一のプリズム１０，第二のプリズム２０，第三のプリズム３０，第四のプリズ
ム４０のそれぞれの光学軸は、一軸性材料の持つ二つの屈折率の関係に応じ、ウォーラス
トン（コンタクト）部Ｗｃ１において所望の光線分離角が得られるように、入射光線の光
軸Ｘに対して垂直な方向（矢印方向）又はこの矢印方向に対して垂直な方向（二重丸）と
されている。
【００６２】
　エアギャップ層Ｇ２の幅は、実施例１の全反射型偏光子では０．５ｍｍ、実施例２の全
反射型偏光子では０．１３ｍｍであり、実施例１と実施例２のその他の構成は、同じであ
る。各プリズムの斜面の角度や各プリズムの寸法は、図１６，図１７に示すとおりである
。
　対比例１のグランテーラプリズムを構成する各プリズムの斜面の角度や各プリズムの寸
法は、図１８に示すとおりである。
【００６３】
　実施例１，２及び対比例１の全反射型偏光子について、波長１７７ｎｍにおける光の入
射角許容幅と、使用可能な波長帯域を、シミュレーションにより算出した。
　結果を、図１９に示す。図１９は、実施例１，２と対比例１の入射角許容幅及び使用可
能な波長帯域を示すグラフである。
　図１９に示すように、実施例１及び２では、波長１７７ｎｍにおける入射角許容幅は±
１．６°であり、入射光が垂直（入射角０°）で入射される場合に使用可能な波長帯域は
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、１５４～２１９ｎｍであった。
　また、実施例１の全反射型偏光子では、約１ｍｍの並進ずれを生じるが、実施例２の全
反射型偏光子では、並進ずれがなかった。
　対比例１では、図１９に示すように、波長１７７ｎｍにおける入射角許容幅は±０．４
 °であり、入射光が垂直（入射角０°）で入射される場合に使用可能な波長帯域は、１
７１～１８４ｎｍであった。
　±０．４ °という入射角許容幅は、組み立て誤差を考えると、組みたてたときに、実
用性の殆どない範囲であり、実用化が困難な範囲である。また、約１ｍｍの並進ずれを生
じていた。この並進ずれは、グランテーラプリズムの構造上必ず発生するものである。
【００６４】
　このように、対比例１のグランテーラプリズムと比較して、実施例１，２の全反射型偏
光子では、入射角許容幅と波長帯域が大きくなることが分かった。実施例１，２では、入
射角許容幅が大きくなることにより、使用可能な波長帯域も広くなる効果が得られていた
。
　また、対比例１のグランテーラプリズムと異なり、実施例１，２の全反射型偏光子では
、エアギャップ層Ｇ２の幅を調整することにより、並進ずれをなくすことが可能であるこ
とが分かった。
【００６５】
＜＜具体的実施例３～８＞＞
　具体的実施例３～８では、実施の形態１の全反射型偏光子Ｐ１の構成において、プリズ
ム高さｔを１０ｍｍとし、各プリズムの材料，光学軸の方向，楔角β１，β４，頂角β２
，β３の角度，各プリズム間の接合層（エアギャップ層，オプチカルコンタクト又は接着
剤層）Ｇ１´，Ｇ２´，Ｇ３´の幅を変更させて、入射角許容幅，使用可能な波長帯域の
検討を行った。
【００６６】
　光学軸の方向としては、第一のプリズム１０の光学軸を図２０のＡ１ｓ又はＡ１ｐのい
ずれかとし、第二のプリズム２０の光学軸を図２０のＡ２ｓ又はＡ２ｐのいずれかとし、
第三のプリズム３０の光学軸を図２０のＡ３ｓ又はＡ３ｐのいずれかとし、第四のプリズ
ム４０の光学軸を図２０のＡ４ｓ又はＡ４ｐのいずれかとした。
　具体的実施例３～８の全反射型偏光子の基本的構造を、図２０に示す。
　具体的実施例３～８では、図２０の全反射型偏光子の第一のプリズム１０，第四のプリ
ズム４０の楔角β１，β４及び第二のプリズム２０，第三のプリズム３０の頂角β２，β
３を変更させた。
【００６７】
（具体的実施例３）
　具体的実施例３の全反射型偏光子は、設計波長１７７ｎｍ、プリズム材料としてＭｇＦ

２を用いた。各プリズムの光学軸の方向，楔角，頂角の角度，接合層（エアギャップ層）
Ｇ２´の幅は、表１の通りとし、波長１７７ｎｍにおける光の入射角許容幅と、使用可能
な波長帯域を、シミュレーションにより算出した。
【００６８】
【表１】
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【００６９】
　結果を、図２１の具体的実施例３の入射角許容幅と使用可能な波長範囲を示すグラフに
示す。図２１では、実線と二点鎖線の間の角度が、偏光子として使用可能な幅を示してい
る。
　図２１の結果より、具体的実施例３の全反射型偏光子は、入射角許容幅が、波長１７７
ｎｍにおいて、±１．６°であり、使用可能な波長範囲は、入射光が入射面に垂直に入射
した場合において、１５４～２１９ｎｍであった。
　また、全波長帯域において、偏角はなく、接合層（エアギャップ層）Ｇ２´の幅を０．
１３ｍｍにした場合、波長１７７ｎｍにおいて並進ずれもなかった。
　波長２００ｎｍ以下のＶＵＶ領域のうち、長い領域の光を透過する素材としては、水晶
，Ｌｉ２Ｂ４Ｏ７が知られているが、１７７ｎｍ程度まで短い波長の光を透過する材料は
、ＭｇＦ２などに限定されている。
【００７０】
　しかし、ＭｇＦ２は、グランテーラプリズム等の従来の偏光子では実用的な入射角許容
幅を得ることができず、全反射型偏光子として使用することができなかった。
　それに対し、具体的実施例３の全反射型偏光子によれば、入射側に、ウォーラストン（
コンタクト）部Ｗｃ１を備えているため、入射角許容幅が拡張され、従来は実用的な入射
角許容幅が得られないために全反射型偏光子として使用できなかったＭｇＦ２などの材料
を用いた全反射型偏光子を製作可能となった。
【００７１】
（具体的実施例４）
　具体的実施例４の全反射型偏光子は、設計波長１９３ｎｍ、プリズム材料としてＬｉ２

Ｂ４Ｏ７を用いた。各プリズムの光学軸の方向，楔角，頂角の角度，接合層（エアギャッ
プ層）Ｇ１´～Ｇ３´の幅は、表２の通りとし、波長１９３ｎｍにおける光の入射角許容
幅と、使用可能な波長帯域を、シミュレーションにより算出した。
【００７２】
【表２】

【００７３】
　結果を、図２２の具体的実施例４の入射角許容幅と使用可能な波長範囲を示すグラフに
示す。図２２では、実線と二点鎖線の間の角度が、偏光子として使用可能な幅を示してい
る。
　図２２の結果より、具体的実施例４の全反射型偏光子は、入射角許容幅が、波長１９３
ｎｍにおいて、±３．９°と大きく、実用性の高い全反射型偏光子を製作する事が可能で
あった。使用可能な波長範囲は、入射光が入射面に垂直に入射した場合において、１７５
～２６４ｎｍであった。
　また、全波長帯域において、偏角はなく、接合層（エアギャップ層）Ｇ２´の幅を０．
３３ｍｍにした場合、波長１９３ｎｍにおいて並進ずれもなかった。
　具体的実施例４の構造は、接合部がなく、プリズム同士間が全てエアギャップ層になっ
ているため、光耐力も高い。波長１９３ｎｍで高強度な光を使用する露光装置などの産業
用途において、要求される高い光耐性を満足していることが分かった。
　なお、接合層Ｇ１´と接合層Ｇ３´をオプチカルコンタクトにしてβ１～β４を大きく
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【００７４】
（具体的実施例５）
　具体的実施例５の全反射型偏光子は、設計波長６３３ｎｍ、プリズム材料として水晶を
用いた。各プリズムの光学軸の方向，楔角，頂角の角度，接合層（エアギャップ層）Ｇ２
´の幅は、表３の通りとし、波長６３３ｎｍにおける光の入射角許容幅と、使用可能な波
長帯域を、シミュレーションにより算出した。
【００７５】
【表３】

【００７６】
　結果を、図２３の具体的実施例５の入射角許容幅と使用可能な波長範囲を示すグラフに
示す。図２３では、実線と二点鎖線の間の角度が、偏光子として使用可能な幅を示してい
る。
　図２３の結果より、具体的実施例５の全反射型偏光子は、入射角許容幅が、波長６３３
ｎｍにおいて、±１．６°の実用可能な範囲であり、使用可能な波長範囲は、入射光が入
射面に垂直に入射した場合において、２９５～２３６０ｎｍであった。
　また、全波長帯域において、偏角はなく、接合層（エアギャップ層）Ｇ２´の幅を０．
２２ｍｍにした場合、波長６３３ｎｍにおいて並進ずれもなかった。
【００７７】
　具体的実施例５では、一般的に広く使用されている光学材料である水晶を使用した。水
晶は、人口結晶であるため安定的かつ安価に入手が可能であるが、複屈折量が小さいため
に、従来は、実用的な入射角許容幅を持つ全反射型偏光子を実現できなかった。
　具体的実施例５では、入射側に、ウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ１を備えている
ため、入射角許容幅が拡張され、水晶を用いた実用的に使用可能な全反射型偏光子を実現
可能になった。その結果、可視～近赤外用の安価な全反射型偏光子を製作することが可能
になった。
【００７８】
（具体的実施例６）
　具体的実施例６の全反射型偏光子は、設計波長６３３ｎｍ、プリズム材料として水晶を
用いた。水晶は、複屈折量が小さく、従来は、全反射型偏光子の材料として用いることが
できなかった材料である。
　各プリズムの光学軸の方向，楔角，頂角の角度，接合層（接着剤層）Ｇ１´～Ｇ３´の
幅は、表４の通りとした。接合層（接着剤層）Ｇ１´～Ｇ３´には、λ＝６３３ｎｍにお
いて、屈折率ｎＢ＝１．４５の接着剤を用いた。波長６３３ｎｍにおける光の入射角許容
幅と、使用可能な波長帯域を、シミュレーションにより算出した。
【００７９】
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【表４】

【００８０】
　結果を、図２４の具体的実施例６の入射角許容幅と使用可能な波長範囲を示すグラフに
示す。図２４では、実線と二点鎖線の間の角度が、偏光子として使用可能な幅を示してい
る。
　図２４の結果より、具体的実施例６の全反射型偏光子は、入射角許容幅が、波長６３３
ｎｍにおいて、±１．６°の実用可能な範囲であり、使用可能な波長範囲は、入射光が入
射面に垂直に入射した場合において、３５０～２２００ｎｍであった。
　また、全波長帯域において、偏角はなく、接合層（接着剤層）Ｇ２´の幅を０．２２ｍ
ｍにした場合、波長６３３ｎｍにおいて並進ずれもなかった。
　プリズムの接合に用いられる通常の接着剤は、ＶＵＶ領域や中赤外領域の光を透過しな
い。従って、接着剤を使用した場合は、可視から近赤外用の全反射型偏光子になる。
　本例では、全反射型偏光子を、図２０に示す構成としているため、グランテーラ部ＧＴ
の接合層Ｇ２´を、エアギャップ層としなくても、可視域から近赤外域用の全反射型偏光
子とすることが可能になったものである。なお、Ｇ２´の厚みを、特定の範囲にすること
により、並進ずれが防止される。
　更に、本例の全反射型偏光子を、水晶を用いて形成しているため、安価な全反射型偏光
子を製作することが可能である。また、接合層Ｇ１´～Ｇ３´を、接着層として構成して
いるため、オプチカルコンタクトやエアギャップ層として構成する場合よりも、全反射型
偏光子を容易に製作可能である。
【００８１】
（具体的実施例７）
　具体的実施例７の全反射型偏光子は、設計波長３０００ｎｍ、プリズム材料としてＬｉ
ＮｂＯ３を用いた。各プリズムの光学軸の方向，楔角，頂角の角度，接合層（エアギャッ
プ層）Ｇ２´の幅は、表５の通りとし、波長３０００ｎｍにおける光の入射角許容幅と、
使用可能な波長帯域を、シミュレーションにより算出した。
【００８２】

【表５】

【００８３】
　結果を、図２５の具体的実施例７の入射角許容幅と使用可能な波長範囲を示すグラフに
示す。図２５では、実線と二点鎖線の間の角度が、偏光子として使用可能な幅を示してい
る。
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　図２５の結果より、具体的実施例７の全反射型偏光子は、入射角許容幅が、波長３００
０ｎｍにおいて、±６．１°であり、使用可能な波長範囲は、入射光が入射面に垂直に入
射した場合において、４００～５０００ｎｍであった。
　また、全波長帯域において、偏角はなく、接合層（エアギャップ層）Ｇ２´の幅を０．
４６ｍｍにした場合、波長３０００ｎｍにおいて並進ずれもなかった。
【００８４】
　ＬｉＮｂＯ３は、中赤外領域を透過するものの複屈折量が小さいため、従来は、実用的
な入射角許容幅を持つ全反射型偏光子を実現できなかった。
　それに対し、具体的実施例７は、入射側に、ウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ１を
備えているため、入射角許容幅が拡張され、ＬｉＮｂＯ３を用いた実用的に使用可能な全
反射型偏光子を実現可能になった。その結果、従来製作が難しかった中赤外領域の全反射
型偏光子を実現可能になった。
【００８５】
（具体的実施例８）
　具体的実施例８の全反射型偏光子は、設計波長５５００ｎｍ、プリズム材料としてＭｇ
Ｆ２を用いた。各プリズムの光学軸の方向，楔角，頂角の角度，接合層（エアギャップ層
）Ｇ２´の幅は、表６の通りとした。
【００８６】
【表６】

【００８７】
　結果を、図２６の具体的実施例８の入射角許容幅と使用可能な波長範囲を示すグラフに
示す。図２６では、実線と二点鎖線の間の角度が、偏光子として使用可能な幅を示してい
る。
　図２６の結果より、具体的実施例８の全反射型偏光子は、入射角許容幅が、波長５５０
０ｎｍにおいて、±１．２５°であり、使用可能な波長範囲は、入射光が入射面に垂直に
入射した場合において、３６７０～６３８０ｎｍであった。
　また、全波長帯域において、偏角はなく、接合層（エアギャップ層）Ｇ２´の幅を０．
１４ｍｍにした場合、波長５５００ｎｍにおいて並進ずれもなかった。
【００８８】
　波長５５００ｎｍ帯域は、大気汚染物質の計測に使用されており、今後偏光を利用した
高精度計測が期待される。しかし中赤外領域における全反射型偏光子は、従来、存在しな
かった。
　ＭｇＦ２は、中赤外領域を透過するものの、複屈折量が小さいため、実用的な入射角許
容幅を持つＭｇＦ２を材料とした全反射型偏光子は、実現できなかった。
　それに対し、具体的実施例８は、入射側に、ウォーラストン（コンタクト）部Ｗｃ１を
備えているため、入射角許容幅が拡張され、ＭｇＦ２を材料とした実用的な全反射型偏光
子が実現可能となった。
【符号の説明】
【００８９】
Ａ１，Ａ２，Ａ３，Ａ４　光学軸
Ｃ１，Ｃ２　コンタクト
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Ｇ，Ｇ１，Ｇ２，Ｇ３，Ｇ４，Ｇ５　エアギャップ層
Ｇ１´，Ｇ２´，Ｇ３´　接合層
ＧＴ　グランテーラ部
Ｇｏ　グランテーラ（出射面斜面タイプ）部
Ｐ０　グランテーラプリズム
Ｐ１，Ｐ２，Ｐ３，Ｐ４，Ｐ５，Ｐ６，Ｐ７，Ｐ８，Ｐ９，Ｐ１０，Ｐ１１，Ｐ１２　全
反射型偏光子
Ｐａ，Ｐｂ　面
Ｗａ１，Ｗａ２　ウォーラストン（エアギャップ）部
Ｗｃ１，Ｗｃ２　ウォーラストン（コンタクト）部
Ｘ　光軸
ａ，ｂ　分離光
ｔ　プリズム高さ
α０　入射角
α１　楔角度
β１，β４　楔角
β２，β３　頂角
θＧ，θＴ´，θＲ´　入射角
θｃＲ　第二の臨界角
θｃＴ　第一の臨界角
θｃＴ´，θｃＲ´　視野角
θｔ，θｒ　分離角
１０　第一のプリズム
１１，２１，３１，４１　入射面
１２，２２，３２，３２ｆ，３２ｏ，４２　出射面
２０　第二のプリズム
２０ｂ，３０ｂ　出射側部分
２０Ｂ　第二後方プリズム
２０ｆ，３０ｆ　入射側部分
２０Ｆ　第二前方プリズム
３０，３０ｆ´　第三のプリズム
３０Ｂ　第三後方プリズム
３０Ｆ　第三前方プリズム
３３　底面
４０　第四のプリズム
１１０　第一プリズム
１２０　第二プリズム
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